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国
と
地
方
の
協
議
の
場
（
平
成

２６
年
度
第
２
回
）
が
、
１０
月
２１
日
、

首
相
官
邸
で
開
催
さ
れ
、
佐
藤
祐

文
・
本
会
会
長
（
横
浜
市
議
会
議

長
）
ら
地
方
六
団
体
の
代
表
者
が

出
席
し
た
。

協
議
事
項
は
�
地
方
創
生
の
推

進
�
平
成
２７
年
度
概
算
要
求
等
�

地
方
分
権
改
革
の
推
進
（
権
限
移

譲
等
の
主
要
課
題
、
提
案
募
集
方

式
等
）
―
に
つ
い
て
の
３
つ
。

本
会
は
じ
め
地
方
六
団
体
は
、

「
地
方
創
生
の
推
進
に
向
け
て
」

「
平
成
２７
年
度
概
算
要
求
等
に
つ

い
て
」
「
地
方
分
権
改
革
の
推
進

に
つ
い
て
」
の
各
文
書
を
資
料
と

し
て
提
出
し
た
（
２
・
３
面
に
掲

載
。
各
文
書
の
ほ
か
、
「
地
方
分

権
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
」
の
添

付
資
料
と
し
て
、
「
農
地
制
度
の

あ
り
方
に
つ
い
て
〔
ポ
イ
ン
ト
〕」

を
提
出
。
提
出
資
料
に
つ
い
て
は

本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
要
望
・
決

議
等
」
か
ら
閲
覧
で
き
る
）
。

菅
義
偉
・
内
閣
官
房
長
官
の
挨

拶
の
後
、
協
議
で
は
、
地
方
創
生

の
推
進
に
つ
い
て
、
石
破
茂
・
地

方
創
生
担
当
大
臣
か
ら
説
明
。
そ

の
後
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

２７
年
度
概
算
要
求
に
つ
い
て

は
、
佐
藤
会
長
の
ほ
か
、
地
方
六

団
体
の
代
表
者
が
そ
れ
ぞ
れ
発
言

し
た
（
佐
藤
会
長
の
発
言
内
容
は

下
掲
）
。
そ
の
後
、
意
見
交
換
を

行
っ
た
。

地
方
分
権
改
革
の
推
進
に
つ
い

て
は
、
石
破
大
臣
の
説
明
の
後
、

意
見
交
換
を
行
っ
た
。

協
議
事
項
終
了
後
、
安
倍
晋
三

・
内
閣
総
理
大
臣
か
ら
「
地
方
創

生
は
内
閣
の
最
重
要
課
題
で
あ

り
、
こ
れ
ま
で
と
は
異
次
元
の
施

策
に
取
り
組
む
」
な
ど
挨
拶
が
あ

っ
た
。

そ
の
後
、
地
方
六
団
体
を
代
表

し
、
山
田
啓
二
・
全
国
知
事
会
長

（
京
都
府
知
事
）
か
ら
「
地
方
創

生
は
、
地
方
だ
け
で
は
解
決
で
き

な
い
問
題
、
構
造
的
な
問
題
が
あ

る
。
政
府
の
異
次
元
の
対
策
と
地

方
の
頑
張
り
と
連
携
し
て
い
き
た

い
」
な
ど
挨
拶
が
あ
っ
た
。

※
佐
藤
会
長
発
言
内
容

概
算
要
求
に
つ
い
て
は
地
方

税
、
地
方
交
付
税
等
の
一
般
財
源

総
額
を
確
保
し
て
い
た
だ
き
た

い
。地

方
創
生
に
資
す
る
取
り
組
み

に
つ
い
て
は
地
方
の
創
意
工
夫
を

最
大
限
に
活
か
す
観
点
か
ら
、
各

省
の
細
か
い
取
り
組
み
の
寄
せ
集

め
で
は
な
く
、
地
域
の
実
情
に
応

じ
て
効
果
的
に
活
用
で
き
る
包
括

的
な
交
付
金
を
大
胆
な
規
模
で
設

け
て
い
た
だ
き
た
い
。

本
会
と
し
て
も
、
他
の
団
体
と

連
携
し
、
地
方
創
生
の
実
現
に
向

け
て
早
期
に
対
応
し
た
い
。

自
由
民
主
党
の
地
方
創
生
実
行

統
合
本
部
（
本
部
長
�
河
村
建
夫

・
衆
議
院
議
員
）
の
第
４
回
会
合

が
１０
月
１７
日
、
自
民
党
本
部
で
開

催
さ
れ
、
佐
藤
祐
文
・
本
会
会
長

（
横
浜
市
議
会
議
長
）
ら
地
方
六

団
体
の
代
表
者
が
出
席
し
た
。

会
合
で
は
、
「
地
方
創
生
に
関

す
る
地
方
六
団
体
と
の
意
見
交

換
」
を
議
事
と
し
、
地
方
六
団
体

の
代
表
者
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
意
見

が
聴
取
さ
れ
た
。

佐
藤
会
長
か
ら
は
「
地
域
で
住

み
よ
い
環
境
を
確
保
し
、
活
力
あ

る
社
会
を
維
持
す
る
こ
と
は
、
地

域
・
国
に
と
っ
て
極
め
て
重
要
で

あ
り
、
地
方
議
会
も
、
そ
の
役
割

を
果
た
す
必
要
が
あ
る
」
旨
発
言

し
た
。

そ
の
後
、
質
疑
応
答
・
意
見
交

換
を
行
っ
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1920・1号１１月５日平成26年
（2014年）

自民党

地
方
創
生
実
行
統
合
本
部

地
方
六
団
体
代
表
が
出
席

国国
とと
地地
方方
のの
協協
議議
のの
場場
がが
開開
催催

地
方
創
生
・
概
算
要
求
・
分
権
改
革
を
議
論

国と地方の協議の場の模様

佐藤会長

（１） 平成２６年１１月５日 第１９２０・１号
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地方税源の確保等

○ 増大する社会保障費に対応するため、円安対策など早急に地域

経済状況の好転を図り、消費税及び地方消費税率の１０％への引上

げを行うとともに、それに併せて税源偏在是正策を講ずるなど税

源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築すること。

○ 消費税の軽減税率については、地方消費税や地方交付税原資が

減少し、地方の社会保障財源に影響を与えるため代替財源が必要

となること、対象品目の線引きや区分経理の方式など検討を要す

る課題が多岐にわたること等から、時期も含めその導入について

は慎重に検討すること。

○ 消費税率引上げの動向により、仮に、臨時福祉給付金のように

課税状況を基準にして給付措置を実施する場合は、支給者が支給

審査のために課税情報を円滑に活用できるよう必要な立法措置を

講ずること。

○ 平成２７年度税制改正における自動車取得税の廃止については、

他の車体課税に係る措置と併せて講ずることとされていることを

踏まえ、都道府県及び市町村に減収が生ずることのないよう、地

方団体の意見を十分踏まえて安定的な代替税財源の確保を同時に

図ること。

○ 償却資産に対する固定資産税については、固定資産税が市町村

財政を支える安定した基幹税であることに鑑み、制度の根幹を揺

るがす見直しは断じて行うべきではなく、現行制度を堅持するこ

と。

○ 地球温暖化対策のための税については、使途を森林吸収源対策

にも拡大するとともに、その一部を地方の役割等に応じた税財源

として確保することなど、地球温暖化対策及び森林吸収源対策に

関して地方団体が果たす役割を適切に反映した地方税財源の充実

・強化のための新たな仕組みを速やかに構築すること。

○ ゴルフ場利用税については、所在地の行政需要に対応する貴重

な財源となっていることから、現行制度を堅持すること。

○ 平成２７年度で期限切れとなる公営競技納付金制度については、

公営競技施行団体の経営状況にも配慮しつつ、延長を図ること。

地方創生の推進

○ 地方の創意工夫を最大限に活かす観点から、各省の細かい補助

金の寄せ集めではなく、地方が自立して資金を効果的に活用でき

る包括的な交付金「まち・ひと・しごと創生推進交付金（仮称）」

等を継続的に大胆な規模で設けること。

○ この交付金は、目標管理するなど地方の責任において、少子化

対策、起業や中小企業支援、企業立地等による雇用の場の確保、

農林水産業の振興、地方大学の活性化、都市と農山漁村の交流促

進など地方創生・人口減少の克服のための幅広いソフト事業等に

活用できるようにすること。

○ 上記に加え、地域の実情に応じたきめ細かな施策を可能とする

観点から、地方創生・人口減少の克服のための地方施策を拡充・

強化する歳出を地方財政計画に計上し、地方交付税を充実するこ

と。

○ 人口減少対策等に資する税制措置については、地方への人の流

れをつくる制度、子どもが多いほど有利になる制度、子育て等に

伴う経済的負担の軽減に資する制度の創設など、これまでにない

新たな仕組みを幅広く検討すること。

○ 特に、�東京圏から地方へ本社等の移転等を行う企業に対する
税制優遇措置、�新たな結婚資金や子育て資金を対象とした恒久
的な贈与税の非課税制度等について、平成２７年度税制改正におい

て実現する方向で検討すること。

○ ふるさと納税制度については、その積極的な活用により、地域

活性化や人口減少対策などに資する効果も期待されることから、

住民税の持つ負担分任の性格にも配慮しつつ、控除額の上限と手

続きの簡素化について検討すること。なお、各地方団体において

は、ふるさと納税制度本来の趣旨等を踏まえて、寄附に対する謝

礼としての特典の提供については、節度ある運用がなされること

が求められる。

国民健康保険制度の財政基盤の強化

○ 国民健康保険の財政上の構造問題の解決を図るため、消費税引

上げによる保険者への財政支援の拡充１，７００億円を早急かつ確実

に実施するとともに、更なる公費投入により財政基盤強化を図る

ため、後期高齢者支援金への全面総報酬割を導入することにより

生じる財源を国民健康保険の支援に優先的に活用すること。

公務員の給与制度の総合的見直しへの対応

今年度の人事院勧告では、国家公務員給与に地場の賃金をより一層

反映させるなど、俸給水準を引き下げる方向等が示された。

この勧告により、地方と都市部の公務員給与水準の格差拡大が生じ

るばかりでなく、特に地方においては、公務員給与に準拠した賃金を

支給している事業所等が多いことも踏まえると、結果として、官民を

通じて地域間格差が拡大することとなりかねない。また、国が示して

いる地域手当の基準は隣接市町村で大きな格差が生じ、通勤実態など

地域の実情にそぐわず、人材確保の観点からの懸念も指摘されている。

こうした問題を踏まえ、政府においては、「まち・ひと・しごと創

生本部」の下、アベノミクス効果の地方への波及を図るとともに、人

口減少、超高齢社会の克服に取り組み、地方と都市部の格差が一層拡

大することがないよう適切な措置を講ずること。

東日本大震災からの復旧・復興への対応

○ 東日本大震災からの復興事業が遅滞することはあってはならず、

平成２７年度においても、国の責任において所要の財源を確保し、

復旧・復興事業が着実に実施されるよう、必要な地方の復旧・復

興事業費及び財源について、通常収支と別枠で確実に確保するこ

と。

○ 平成２７年度末に集中復興期間の期限を迎えることから、平成２８

年度以降の復旧・復興事業が円滑に実施できるよう、特例的支援

の継続等の方針を早期に示すとともに、復興が完了するまでの間、

万全の財政措置を講ずること。

○ 復旧・復興の加速化を図るため、被災地における工事の人材不

足及び資材不足による入札不調が相次いでいることから、国は、

その適切な対応策を早急に講じること。

地方分権改革の推進について

平成２６年１０月２１日

地 方 六 団 体

地方が成長する活力を取り戻し、人口減少を克服するため、国を挙

げた「まち・ひと・しごと創生」の取り組みがスタートした。政府は、

地方自治体等が主体的に取り組むことを基本とし、その活気あふれる

発意をくみ上げることが重要としている。安倍内閣のもと、地方分権

改革が「提案募集方式」の導入など新たなステージに入ったことはま

さに時宜を得ており、具体的な結果を残さなければならない。

地域が直面する課題について、地域自らが自主的・自立的な取り組

みを行うことができるよう、地方への事務権限の移譲、「従うべき基

準」の参酌すべき基準化を含めた義務付け・枠付けの見直しを実現す

る必要があり、このため、特に、以下の取組を進めるべきである。

農地制度の見直しについて

地方に「しごと」を生み出し、「まち」に「ひと」が住み、希望を

持ち続けることができるようにするためには、農業の再生と、総合的

なまちづくりの両立を実現する必要がある。

このため、真に守るべき農地を確保しつつ、住民に身近な地方自治

体が主体となって地域の実情に応じた土地利用を実現する観点から、

「まち・ひと・しごと創生」のための地方分権改革の最重要課題とし

て農地制度のあり方を見直す必要があり、具体的には、以下の見直し

を行うべきである。

一 農地の総量確保の目標については、市町村が主体的に設定した目

標の積み上げを基本とし、国、都道府県及び市町村が議論を尽くし

た上で設定し、それぞれが責任をもって目標達成のための施策に取

り組むこととする。これにより、農地確保の責任を国と地方が共有

し、農地の総量確保の仕組みの実効性を確保する（マクロ管理の充

実）。

一 これを前提として、個別の農地転用許可等（ミクロ管理）につい

ては、大臣許可・協議等に多大な時間・手間を要し、迅速性に欠け

るとともに総合的なまちづくりに支障をきたしていることから、基

準の明確化等の措置を講じた上で、大臣許可・協議を廃止し、市町

村に移譲する。

なお、過日、農林水産省から、農地転用許可等の権限移譲は行わな

いが、農地の総量確保の目標設定に当たって、市町村の意見を聴取す

るという案が提示されたが、農地の総量確保について農業や農村の実

態を最も理解している市町村が責任を負うこととする以上、もはや、

個々の農地転用許可等について市町村に移譲できない理由はない。

提案募集方式等について

初年度の取り組みがスタートした提案募集方式については、個々の

地方公共団体からの意見を広く取り上げ、改革を着実に推進するシス

テムとして評価するものである。現に、募集に応じて、土地利用等の

事務・権限の移譲、福祉施設に係る「従うべき基準」の見直しをはじ

めとして、９５３件にのぼる積極的な提案が提出され、まさに意欲と知

恵がある地方からの具体的な提案となっている。しかしながら、各府

省の第一次回答で提案内容を実施するとされたものはわずか６件に過

ぎない。このように各府省が、地方が失望する対応を取り続けること

は、いたずらに徒労感だけを残し、地方の自立への意欲を削ぎ、国全

体の活性化に大きな支障となる。

地方からの提案を真摯に受け止め、地方分権改革推進本部長の安倍

総理のもとで、各大臣のリーダーシップにより、実現に向けた取り組

みを積極的に進め、提案募集方式の初年度の結果がさらなる地方の意

欲を引き出すものになるようにするべきである。

また、同じく新たに導入された手法である「手挙げ方式」について

も、地方の意欲及び個性を尊重し、全国どこでも同じ枠にはめるので

はなく、それぞれの地域にあった、言わばオーダーメイドの施策の実

施に資する手法となるよう、政府として積極的に活用するべきである。

その他

今後、第４次一括法による事務・権限の移譲等を円滑に進めるため、

地方の意見を十分に反映して、財源措置、移譲等のスケジュール、研

修の実施・マニュアルの整備等について、具体的な検討と調整を確実

に進められたい。

第１９２０・１号 平成２６年１１月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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地方創生の推進に向けて

平成２６年１０月２１日

地 方 六 団 体

人口減少時代を迎え、すでに多くの地方において、若年人口の減少

により地域経済の活力が奪われ、人口流出に拍車がかかる悪循環に陥

っている。地方の活力の低下は、東京圏も含めた国全体の活力を著し

く衰退させてしまうものであり、今こそこうした流れに歯止めをかけ、

我が国の抱える構造的問題を抜本的に改革していかなければ手遅れに

なる。

人口減少社会の諸問題を克服し、東京圏の過密を防ぎ地方への人の

流れを新たに作り出すためには、国と地方が連携・協力の下、あらゆ

る政策を総動員して効果的な対策を強力に展開していく必要がある。

我々地方は、これまでも住民生活を支えるために懸命な取組を行って

いるところであるが、今後さらに全力でこの課題解決に取り組む覚悟

である。

政府においても「まち・ひと・しごと創生本部」を設置され、地方

の創生と人口減少の克服に向けた検討を政府一丸となって進められて

いるが、地方の抱える課題は、その要因や条件が地域ごとに大きく異

なることから、各省の縦割りや全国一律の政策ではなく、地方の責任

の下で、自主性・主体性が発揮できる仕組みが不可欠である。地方の

目線に立った真に実効性を伴った個性あふれる地方創生が推進される

よう、次の措置を講じて頂きたい。

少子化対策の抜本的な強化等

人口減少を克服するラストチャンスと捉え、少子化対策を国家的課

題と位置付け、若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるよう、

国と地方が総力を挙げて抜本強化に直ちに取り組む必要がある。

○ 結婚・出産・子育てといったライフステージに応じた多様な施

策を、地域の実情に応じて強力に展開できる自由度の高い仕組み

を構築すること。

○ 早い年代から安心して子どもを産み育てることができるよう、

地域の高齢者や企業等による子育て支援の充実や高齢世帯から子

・孫世帯への資産移転の促進など、世代間の支え合いの仕組みを

構築すること。

○ 既に多くの地方自治体が実施している乳幼児医療費助成につい

て、国の制度とすること。

○ 多子世帯に対して、福祉・教育・住宅などについて、思い切っ

た公的支援を実施すること。

○ ワーク・ライフ・バランスの取組や就業継続支援等を充実し、

女性の活躍を強力に支援すること。

東京圏への一極集中を是正し、地方の活力を取り戻す仕組みづくり

東京圏への過度の人口集中を防ぎ、地方への新しいひとの流れをつ

くり、地方と都市がそれぞれの特徴を活かしながら共に発展する成熟

国家にふさわしい社会システムを構築する必要がある。

○ 地方への移住・定住の促進を図るため、移住・定住情報をワン

ストップで提供し、希望者を手厚くサポートする仕組みを創設す

ること。

○ 地方大学の活性化策を強化し、地方における多様な人材の確保

と若者の地方からの流出抑制を図ること。

○ 企業の本社機能や政府機関等の地方への移転を促進すること。

○ 田園回帰の動きを加速させるとともに、食料生産や国土保全等、

農山漁村が有する価値を高めるための様々な政策を実施すること。

○ 都市と農山漁村の交流を促進すること。

○ 地方都市や町村が相互に役割をシェアし、圏域としての都市機

能の維持向上を図りつつ、同時に周辺地域の過疎対策等にも十分

配慮し、地方の特色を最大限活用した地域連携の支援を実施する

こと。

地域経済の活性化

それぞれの地域に暮らし続けることができるよう、地方にしごとを

つくり、安心して働ける環境整備に強力に取り組み、持続可能な地域

社会を構築する必要がある。

○ 地方が行う企業誘致制度に対する支援策の強化、地方で起業を

促進する環境づくり、テレワークやサテライトワークなどの新た

なビジネスモデルの支援を積極的に実施すること。

○ 地域の雇用を支える中小企業・小規模事業者や農林水産業に対

し、経営基盤強化や事業承継・担い手対策などを促進するための

支援策を強化すること。

○ 地方産品の輸出拡大、海外における観光プロモーション、地域

の先端的研究開発の支援などにより、地域産業の競争力強化を図

ること。

安心・安全な暮らしを守る基盤づくり

人口減少社会にあっても、地域の活力低下を防ぎ、住民の安心・安

全な暮らしを持続可能なものとしていくためには、地域医療の確保、

集落対策、生活交通対策、災害対策など幅広い実効性ある対策を切れ

目なく講じていく必要がある。

○ 小さくても地域の生活を維持するための拠点及びネットワーク

の整備を推進すること。

○ 生活の利便性の向上、地域資源を活かした産業の振興の観点等

から、ＩＣＴの活用等の推進を図ること。

○ 利便性の高い地域交通インフラの維持・向上を図ること。

地方意見の反映と情報提供

人口減少社会における課題は地域ごとに大きく異なり、これまでの

ように画一的な国の施策では解決できない。その処方箋を最もよく知

っているのは地方であり、地方との意見交換を十分行う必要がある。

○ 国の長期ビジョンや総合戦略の策定に当たっては、地方との意

見交換を密にし、それらに反映すること。また、人口動向や将来

推計等について積極的に地方に情報提供すること。

たゆみなき地方分権の実現と大胆な法令・制度等の見直し

人口減少社会においては、地方の自立なくして持続可能な社会は実

現しないことから、一層の地方分権を進める必要がある。一方で、国

は地方の実情を踏まえ、税制をはじめ大胆な構造変革を推進していく

必要がある。

○ 農地転用許可をはじめ、地方が創意工夫により施策を推進する

上で支障となる法令や制度等について、地方の意見を踏まえて柔

軟に見直すなど、地方分権を一層推進すること。

○ 人口減少対策等に資する税制措置については、地方への人の流

れをつくる制度、子どもが多いほど有利になる制度、子育て等に

伴う経済的負担の軽減に資する制度の創設など、これまでにない

新たな仕組みを幅広く検討すること。

○ 特に、�東京圏から地方へ本社等の移転等を行う企業に対する
税制優遇措置、�新たな結婚資金や子育て資金を対象とした恒久
的な贈与税の非課税制度等について、平成２７年度税制改正にお

いて実現する方向で検討すること。

地方が自立して地方創生・人口減少対策を実現できる財源の確保

地方が責任をもち自立して地方創生・人口減少対策を実現できるよ

う財源を確保していく必要がある。

○ 地方の創意工夫を最大限に活かす観点から、各省の細かい補助

金の寄せ集めではなく、地方が自立して資金を効果的に活用でき

る包括的な交付金「まち・ひと・しごと創生推進交付金（仮称）」

等を継続的に大胆な規模で設けること。

○ この交付金は、目標管理するなど地方の責任において、少子化

対策、起業や中小企業支援、企業立地等による雇用の場の確保、

農林水産業の振興、地方大学の活性化、都市と農山漁村の交流促

進など地方創生・人口減少の克服のための幅広いソフト事業等に

活用できるようにすること。

○ 上記に加え、地域の実情に応じたきめ細かな施策を可能とする

観点から、地方創生・人口減少の克服のための地方政策を拡充・

強化する歳出を地方財政計画に計上し、地方交付税を充実するこ

と。

平成２７年度予算概算要求等について

平成２６年１０月２１日

地 方 六 団 体

政府のデフレ脱却と経済再生に向けた取組により明るさを取り戻し

つつあった日本経済だが、先般発表された４－６月期の実質ＧＤＰ２

次速報値は前期比年率換算で７．１％の減少となるなど、景気の先行き

に不透明感が強まっている。さらに急速な円安の進行は、地域を支え

内需の中核をなす地場の中小企業の経営に多大な影響を与えており、

地域経済は、ますます予断を許さない状況になりつつある。

今後、国と地方が連携・協力して、円安対策も含め地域における内

需振興や投資、消費、雇用の拡大に向けて強力な地域経済対策を講じ、

早急に取り組まなければ、アベノミクス効果を地域の隅々にまで行き

わたらせ地方創生を実現することは到底おぼつかない。

こうした現下の状況を十分に踏まえ、以下の措置を講じて頂きたい。

地方一般財源・地方交付税の総額確保

○ 地域経済の先行き不透明感を払拭し、アベノミクス効果を日本

の津々浦々にまで及ぼすために、平成２７年度において安定的な財

政運営に必要となる地方の一般財源総額を確保すること。

○ 特に社会保障費の自然増や少子化対策への対応、地域経済・雇

用対策に係る歳出を特別枠で実質的に確保してきたこと等を踏ま

え、歳出特別枠及びそれに伴う国の別枠加算も含め地方財政計画

に必要な歳出を確実に計上すること。

○ 既往債の償還等により今後も累増することが懸念される臨時財

政対策債について、その発行額を極力抑制するとともに、地方交

付税の法定率の引上げを含めた抜本的な見直し等を行うこと。

法人実効税率の見直し

○ 約６割が地方団体の財源となっている法人課税の見直しは、地

方財政に深刻な影響を与えるため、法人実効税率の引下げを行う

場合は、地方の歳入に影響を与えることのないよう、恒久減税に

は恒久財源を確保すること。

○ 代替税財源については、消費税及び地方消費税率の引上げが予

定されている状況を踏まえると、個人住民税や固定資産税の税率

引上げは住民の理解を得ることが困難であり現実的措置でないた

め、「法人課税の中での税収中立」を前提とすること。

○ 法人事業税の外形標準課税は、応益性の原則からも拡大してい

く方向で検討することが望ましいが、その際は、既に導入されて

いる資本金１億円超の法人の検討を優先し、中小法人への拡大に

ついては慎重に検討すること。

（３） 平成２６年１１月５日 第１９２０・１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



本
会
（
会
長
�
佐
藤
祐
文
・
横

浜
市
議
会
議
長
）
は
１０
月
１５
日
、

仙
台
市
に
お
い
て
第
２
０
１
回
部

会
長
会
議
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
佐
藤
会
長
の
挨
拶

の
後
、
事
務
報
告
が
あ
り
、
こ
れ

を
了
承
し
た
。

協
議
で
は
、
�
相
談
役
会
議
、

第
１
９
７
回
理
事
会
、
第
９７
回
評

議
員
会
の
運
営
�
全
国
市
議
会
議

長
会
会
則
の
一
部
改
正
案
及
び
副

会
長
・
監
事
の
選
出
に
関
す
る
申

合
せ
案
�
全
国
市
議
会
議
長
会
会

則
施
行
規
則
の
一
部
改
正
案
�
国

と
地
方
の
協
議
の
場
等
に
関
す
る

特
別
委
員
会
設
置
要
綱
の
一
部
改

正
案
�
２５
年
度
本
会
各
会
計
決
算

�
２７
年
度
本
会
一
般
会
計
予
算
の

見
通
し
�
次
期
会
長
候
補
者
の
選

考
手
順
	
海
外
都
市
行
政
調
査
―

に
つ
い
て
説
明
が
あ
り
、
こ
れ
ら

を
了
承
し
た
。

そ
の
他
で
は
、「
議
会
の
あ
り
方

研
究
会
」、「
全
国
市
議
会
議
長
会

研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
に
つ
い
て
説

明
が
あ
り
、
こ
れ
ら
を
了
承
し
た
。

【
出
席
者
】

▽
会
長
�
佐
藤
祐
文
・
横
浜
市
議

会
議
長
▽
副
会
長
�
金
沢
陽
介
・

盛
岡
市
議
会
議
長
、
岩
井
清
郎
・

市
川
市
議
会
議
長
、
國
井
忠
男
・

岐
阜
市
議
会
議
長
、
広
瀬
和
範
・

徳
島
市
議
会
議
長
▽
部
会
長
�
三

井
幸
雄
・
旭
川
市
議
会
議
長
、
田

中
元
・
弘
前
市
議
会
議
長
、
今
村

辰
和
・
福
井
市
議
会
議
長
、
田
口

文
明
・
水
戸
市
議
会
議
長
、
中
森

愼
二
・
四
日
市
市
議
会
議
長
（
東

海
部
会
副
会
長
）
、
中
尾
広
城
・

泉
南
市
議
会
議
長
、
米
沢
痴
達
・

周
南
市
議
会
議
長
、
清
水
宣
郎
・

松
山
市
議
会
議
長
、
安
慶
田
光
男

・
那
覇
市
議
会
議
長

仙仙
台台
・・
名名
取取
・・
岩岩
沼沼
をを
視視
察察

正
副
会
長
と
部
会
長
は
１６
日
、

東
日
本
大
震
災
被
災
地
で
あ
る
仙

台
市
、
名
取
市
、
岩
沼
市
を
訪
問
し
、

各
市
の
復
興
状
況
を
視
察
し
た
。

〔
仙
台
市
〕

被
害
状
況
、

が
れ
き
の
処
理

状
況
、
応
急
仮

設
住
宅
の
入
居

世
帯
状
況
、
被

災
者
生
活
再
建

支
援
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
概
要
な
ど

に
つ
い
て
説
明

を
受
け
た
後
、

西
澤
啓
文
・
議

長
同
行
の
下
、

荒
浜
海
岸
近
く

の
「
東
日
本
大

震

災

慰

霊

之

塔
」
を

訪

れ

た
。
佐
藤
会
長

に
よ
る
献
花
の

後
、
視
察
参
加

者

で

拝

礼

し

た
。
そ
の
後
、
荒
浜
小
学
校
を
視

察
し
た
。

〔
名
取
市
〕

閖
上
中
学
校
周
辺
の
被
害
状
況

な
ど
に
つ
い
て
説
明
を
受
け
た

後
、
山
口
實
・
議
長
同
行
の
下
、

同
校
を
訪
れ
た
。
同
校
は
震
災
時

に
８
５
０
人
の
避
難
場
所
と
な

り
、
備
蓄
の
毛
布
で
は
足
り
ず
、
学

校
の
カ
ー
テ
ン
を
代
用
し
た
こ
と

な
ど
、
当
時
の
状
況
に
つ
い
て
説

明
が
あ
っ
た
。
次
に
、
津
波
復
興

祈
念
資
料
館
「
閖
上
の
記
憶
」
で
、

震
災
直
後
の
写
真
・
映
像
を
視
聴

し
た
。
そ
の
後
、
日
和
山
近
く
の

「
東
日
本
大
震
災
慰
霊
碑
」
を
訪

れ
、
佐
藤
会
長
に
よ
る
献
花
の
後
、

視
察
参
加
者
で
拝
礼
し
た
。

【
５
面
へ
続
く
】

第第
２２
００
１１
回回
部部
会会
長長
会会
議議
をを
開開
催催

翌
日
に
は
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
状
況
を
視
察

津波は荒浜小学校２階まで及んだ

閖上中学校前で被害状況の説明を受ける
視察参加者

（
写
真
上
）
献
花
す
る
佐
藤
会

長
（
写
真
左
）
東
日
本
大
震
災

慰
霊
之
塔
前
で
被
害
状
況
の
説

明
を
受
け
る
視
察
参
加
者

（写真上）拝礼する佐藤会長ら
（写真左・下）東日本大震災慰霊碑

挨拶する佐藤会長
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〔
岩
沼
市
〕

被
害
状
況
や
相
野
釜
西
地
区
メ

ガ
ソ
ー
ラ
ー
事
業
の
概
要
な
ど
に

つ
い
て
説
明
を
受
け
た
後
、
国
井

宗
和
・
議
長
同
行
の
下
、
玉
浦
西

地
区
防
災
集
団
移
転
地
を
訪
れ

た
。
移
転
事
業
は
、
震
災
で
甚
大

な
被
害
を
受
け
た
地
区
の
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
の
維
持
を
基
本
方
針
と
し

て
進
め
ら
れ
て
い
る
。
次
に
、「
千

年
希
望
の
丘
」
と
「
東
日
本
大
震

災
慰
霊
碑
」
を
訪
れ
、
佐
藤
会
長

に
よ
る
献
花
の
後
、
視
察
参
加
者

で
拝
礼
し
た
。

【
４
面
か
ら
続
く
】

「
平
成
２６
年
度
都
道
府
県
議
会

議
員
及
び
市
区
町
村
議
会
議
員
総

務
大
臣
感
謝
状
贈
呈
式
」
が
１０
月

１７
日
、
東
京
・
ホ
テ
ル
ル
ポ
ー
ル

麹
町
で
挙
行
さ
れ
た
。

こ
の
感
謝
状
は
、
地
方
議
会
議

員
と
し
て
通
算
３５
年
以
上
在
職

し
、
地
方
自
治
の
発
展
に
顕
著
な

功
労
が
あ
っ
た
と
認
め
ら
れ
る
者

に
贈
呈
さ
れ
る
。
本
年
度
の
被
贈

呈
者
は
１
６
３
名
。
う
ち
、
市
区

議
会
議
員
は
１
０
９
名
。

式
典
で
は
、
高
市
早
苗
・
総
務
大

臣
か
ら
式
辞
が
述
べ
ら
れ
た
後
、

感
謝
状
並
び
に
記
念
品
贈
呈
に
お

い
て
、
市
区
議
会
議
員
を
代
表
し
、

嶋
村
勝
夫
・
横
浜
市
議
会
議
員
が

感
謝
状
・
記
念
品
を
受
領
し
た
。

そ
の
後
、
来
賓
の
桝
屋
敬
悟
・

衆
議
院
総
務
委
員
長
、
谷
合
正
明

・
参
議
院
総
務
委
員
長
、
佐
藤
祐

文
・
本
会
会
長
（
横
浜
市
議
会
議

長
）
か
ら
祝
辞
が
あ
っ
た
。

他
の
来
賓
と
総
務
省
の
紹
介
、

祝
電
披
露
の
後
、
被
贈
呈
者
を
代

表
し
、
三
富
佳
一
・
新
潟
県
議
会

議
員
よ
り
謝
辞
が
あ
っ
た
。

※
市
区
議
会
議
員
の
被
贈
呈
者

▽
伊
与
部
年
男
（
札
幌
）
▽
北
原
善

通
（
函
館
）
▽
出
村
勝
彦
（
同
）
▽

羽
立
秀
光
（
室
蘭
）
▽
宮
澤
祐
一
郎

（
北
見
）
▽
野
崎
良
夫
（
留
萌
）
▽

北
谷
文
夫
（
砂
川
）
▽
村
上
�
昭
（
黒

石
）
▽
宮
澤
憲
司
（
久
慈
）
▽
城
内

仲
悦
（
同
）
▽
小
澤
和
悦
（
大
崎
）

▽
相
原
政
志
（
秋
田
）
▽
畠
澤
一
郎

（
大
館
）
▽
山
口
和
男
（
喜
多
方
）

▽
松
本
勝
久
（
水
戸
）
▽
�
橋
�
夫

（
同
）
▽
内
山
英
信
（
日
立
）
▽
沼

田
義
雄
（
土
浦
）
▽
折
本
明
（
同
）

▽
堀
越
道
男
（
常
総
）
▽
堀
江
鶴
治

（
常
陸
大
宮
）
▽
山
内
庄
兵
衛
（
か

す
み
が
う
ら
）
▽
慶
野
昭
次
（
栃
木
）

▽
小
島
文
男
（
春
日
部
）
▽
志
村
茂

（
蕨
）
▽
朝
賀
�
義
（
新
座
）
▽
高

橋
節
子
（
北
本
）
▽
古
武
三
千
雄
（
白

岡
）
▽
三
浦
眞
清
（
銚
子
）
▽
石
川

敏
宏
（
船
橋
）
▽
三
上
和
俊
（
木
更

津
）
▽
谷
口
薫
（
松
戸
）
▽
冨
塚
忠

雄
（
佐
倉
）
▽
海
老
原
�
義
（
八
千

代
）
▽
松
井
秀
雄
（
同
）
▽
丸
山
わ

き
子
（
八
街
）
▽
岩
井
豊
重
（
い
す

み
）
▽
西
原
文
�
（
墨
田
）
▽
堀
川

幸
志
（
江
東
）
▽
白
石
正
輝
（
足
立
）

▽
小
野
寺
淳
（
府
中
）
▽
村
松
俊
武

（
国
分
寺
）
▽
高
原
幸
雄
（
国
立
）

▽
竹
原
キ
ヨ
ミ
（
武
蔵
村
山
）
▽
嶋

村
勝
夫
（
横
浜
）
▽
花
上
喜
代
志
（
同
）

▽
小
幡
正
雄
（
同
）
▽
山
岸
一
雄
（
相

模
原
）
▽
神
保
浩
（
横
須
賀
）
▽
�

橋
敏
明
（
同
）
▽
細
田
常
夫
（
小
田

原
）
▽
横
溝
泰
世
（
秦
野
）
▽
井
上

慶
輔
（
見
附
）
▽
橋
爪
法
一
（
上
越
）

▽
五
本
幸
正
（
富
山
）
▽
井
沢
義
武

（
金
沢
）
▽
砂
子
三
郎
（
大
野
）
▽

松
岡
文
夫
（
岐
阜
）
▽
服
部
勝
弘
（
同
）

▽
堀
田
信
夫
（
同
）
▽
�
畑
正
（
大

垣
）
▽
林
則
夫
（
可
児
）
▽
鈴
木
和

彦
（
静
岡
）
▽
金
子
正
毅
（
三
島
）

▽
松
本
貞
彦
（
富
士
）
▽
大
川
敏
雄

（
下
田
）
▽
小
澤
良
一
（
裾
野
）
▽

杉
山
良
介
（
津
島
）
▽
中
山
裕
司
（
伊

勢
）
▽
飯
田
一
美
（
桑
名
）
▽
清
水

�
�
（
米
原
）
▽
井
上
�
一
郎
（
京

都
）
▽
浅
見
健
二
（
宇
治
）
▽
丹
野

直
次
（
向
日
）
▽
太
田
秀
明
（
同
）

▽
橋
本
宗
之
（
八
幡
）
▽
村
野
精
（
岸

和
田
）
▽
内
藤
勝
（
池
田
）
▽
山
本

力
（
吹
田
）
▽
久
保
隆
夫
（
高
槻
）

▽
澤
井
良
一
（
守
口
）
▽
堀
井
勝
（
枚

方
）
▽
平
田
正
司
（
八
尾
）
▽
安
田

勇
（
寝
屋
川
）
▽
藤
本
卓
司
（
東
大

阪
）
▽
�
岡
一
郎
（
尼
崎
）
▽
嶋
田

克
興
（
西
宮
）
▽
竹
浦
昭
男
（
養
父
）

▽
松
石
聖
一
（
奈
良
）
▽
東
川
勇
夫

（
大
和
郡
山
）
▽
遠
藤
通
（
米
子
）

▽
月
村
俊
雄
（
広
島
）
▽
江
原
満
寿

男
（
下
関
）
▽
中
西
智
（
松
山
）
▽

井
出
健
司
（
今
治
）
▽
林
竹
松
（
室

戸
）
▽
山
崎
朗
（
香
南
）
▽
稲
員
大

三
郎
（
福
岡
）
▽
深
堀
義
昭
（
長
崎
）

▽
桑
原
幸
治
（
南
島
原
）
▽
丸
山
康

昭
（
山
鹿
）
▽
首
藤
正
（
別
府
）
▽

荒
木
ひ
ろ
子
（
中
津
）
▽
荻
原
紘
一

（
日
向
）
▽
川
畑
三
郎
（
垂
水
）
▽

徳
峰
一
成
（
曽
於
）
▽
福
田
清
宏
（
い

ち
き
串
木
野
）
▽
大
城
敬
人
（
名
護
）

▽
照
屋
つ
ぎ
子
（
豊
見
城
）

【
以
上
、
感
謝
状
贈
呈
名
簿
順
】

２２６６
年年
度度
総総
務務
大大
臣臣
感感
謝謝
状状
贈贈
呈呈
式式

嶋
村
横
浜
市
議
会
議
員
が
代
表
受
領

玉浦西地区防災集団移転地

感謝状を受領する嶋村議員

式辞を述べる高市大臣

祝辞を述べる佐藤会長

（写真右）東日本大震災慰霊碑前で
犠牲者の鎮魂を願い鐘を鳴らす佐藤
会長ら（写真上・下）千年希望の丘

（５） 平成２６年１１月５日 第１９２０・１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



今、病院（組織）がなすべきこと
HELP!

これからも続く外部環境の激しい変化 組織力の弱さ

どんな環境にでも対応できる組織への変革が必要

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
土
田
敏
朗
・

奈
良
市
議
会
議
長
）
は
１０
月
２１
日
、

東
京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で

第
１０
回
地
域
医
療
政
策
セ
ミ
ナ
ー

を
開
催
し
た
。

土
田
会
長
の
主
催
者
代
表
挨
拶

の
後
、
正
木
義
博
・
社
会
福
祉
法

人
恩
賜
財
団
済
生
会
神
奈
川
県
支

部
支
部
長
か
ら
「
『
激
動
の
時
代

の
病
院
経
営
と
は
』
〜
こ
れ
か
ら

の
経
営
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
地
域
連

携
を
考
え
る
〜
」
、
和
久
祥
三
・

兵
庫
県
立
柏
原
病
院
小
児
科
部
長

兼
地
域
医
療
連
携
部
長
か
ら
「『
志

を
救
わ
れ
た
泣
き
虫
小
児
科
医
の

一
例
』
〜
地
域
医
療
再
生
の
ヒ
ン

ト
〜
」
と
題
す
る
講
演
を
聴
取
し

た
。

本
紙
で
は
、
両
講
演
の
一
部
を

紹
介
す
る
。

正正
木木
義義
博博
氏氏
講講
演演

診
療
報
酬
改
定
は
マ
イ
ナ
ス
傾

向
に
あ
る
。
４
月
の
改
定
も
実
質

マ
イ
ナ
ス
１
・
２６
％
で
あ
り
、
加

算
の
条
件
も
厳
し
く
な
っ
た
。
社

会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告

書
（
２５
年
８
月
）
で
は
、
「
地
域

医
療
完
結
型
」
の
医
療
、
機
能
分

化
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
な
ど

改
革
の
方
向
性
が
明
確
と
な
り
、

医
療
・
介
護
提
供
体
制
改
革
実
現

へ
の
決
意
表
明
と
捉
え
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
医
療
を
取
り
巻
く

外
部
環
境
の
激
し
い
変
化
が
あ
り
、

こ
れ
ら
の
変
化
に
耐
え
う
る
病
院

に
早
く
変
革
す
る
必
要
が
あ
る
。

ト
ッ
プ
は
病
院
改
革
へ
一
刻
も
早

く
決
断
を
お
願
い
し
た
い
。
こ
の

講
演
は
、
病
院
を
い
か
に
し
て
変

え
て
い
く
か
が
主
題
で
あ
る
。

改
革
に
は
ビ
ジ
ョ
ン
が
重
要
と

な
る
。
遠
い
１０
年
２０
年
先
で
は
な

く
、
５
年
後
。
２８
年
、
３０
年
と
２

回
の
診
療
報
酬
改
定
後
を
想
定
し
、

地
域
に
お
い
て
、
ど
の
よ
う
な
医

療
機
能
で
貢
献
す
る
の
か
、
５
年

後
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
具
体
的
に
示
す
。

ビ
ジ
ョ
ン
に
至
る
た
め
の
戦
略
を

策
定
し
、
具
体
的
な
戦
術
書
と
な

る
行
動
計
画
書
を
、
職
員
の
ベ
ク

ト
ル
を
一
つ
に
す
る
た
め
全
職
員

で
「
わ
ざ
わ
ざ
」
作
成
す
る
。
そ

の
際
、
バ
ラ
ン
ス
ト
・
ス
コ
ア
カ

ー
ド
（
Ｂ
Ｓ
Ｃ
）
を
活
用
し
、
数

値
の
見
え
る
化
を
行
う
。
Ｂ
Ｓ
Ｃ

は
�
財
務
�
顧
客
�
業
務
プ
ロ
セ

ス
�
学
習
と
成
長
―
の
４
つ
の
視

点
が
あ
る
。
�
は
経
営
改
善
、
収

益
増
な
ど
、
�
は
患
者
や
地
域
の

医
師
の
満
足
性
の
向
上
な
ど
、
�

は
医
療
技
術
の
進
歩
、
高
質
性
の

追
求
な
ど
、
�
は
職
員
の
満
足
性

・
働
く
喜
び
の
向
上
、
チ
ー
ム
ワ

ー
ク
育
成
な
ど
で
あ
る
。
こ
れ
ら

の
バ
ラ
ン
ス
を
取
り
な
が
ら
ビ
ジ

ョ
ン
を
達
成
す
る
。

地
域
医
療
の
連
携
の
た
め
、
済

生
会
熊
本
病
院
で
は
、
医
療
技
術

の
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
、
病
診
連
携

フ
ォ
ー
ラ
ム
な
ど
の
開
催
、
医
師

派
遣
な
ど
を
行
い
努
力
し
て
い
る
。

紹
介
率
は
７０
％
弱
、
逆
紹
介
率
は

１
９
０
％
、
Ｄ
Ｐ
Ｃ
対
象
病
院
の

患
者
数
割
合
に
お
け
る
転
院
は
、

全
国
平
均
５
％
程
度
の
と
こ
ろ
２５

％
で
あ
る
。
他
院
外
来
も
２９
％
と

高
い
。
地
域
の
医
師
と
一
緒
に
患

者
を
診
て
い
く
姿
勢
を
示
し
て
い

る
。こ

れ
か
ら
病
院
が
生
き
残
っ
て

い
く
条
件
は
い
ろ
い
ろ
あ
る
が
、

特
に
「
人
」
で
あ
る
。
医
師
、
コ

・
メ
デ
ィ
カ
ル
、
事
務
職
員
。
そ

れ
か
ら
地
域
の
信
頼
。
こ
れ
が
な

い
と
患
者
を
失
う
。
ほ
か
に
質
の

高
い
医
療
、
組
織
改
革
な
ど
が
あ

る
が
、
一
番
大
事
な
こ
と
は
、
職

員
が
一
丸
と
な
り
チ
ー
ム
に
な
る

と
い
う
職
場
風
土
。
私
の
信
条
で

も
あ
る
が
、
地
域
あ
っ
て
の
病
院

で
あ
る
の
で
、
地
域
に
貢
献
し
、

患
者
が
喜
ぶ
、
そ
し
て
職
員
が
幸

せ
に
な
る
。
そ
の
た
め
に
、
み
ん

な
で
力
を
合
わ
せ
て
、
前
向
き
に

お
願
い
し
た
い
。【

７
面
へ
続
く
】

病病院院協協

第第
１１００
回回
地地
域域
医医
療療
政政
策策
セセ
ミミ
ナナ
ーー
をを
開開
催催

挨
拶
す
る
土
田
会
長

第１９２０・１号 平成２６年１１月５日 （６）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



和和
久久
祥祥
三三
氏氏
講講
演演

丹
波
医
療
圏
は
人
口
１０
・
６
万

人
、
面
積
約
８
８
０
平
方
キ
ロ
メ

ー
ト
ル
で
あ
る
。

平
成
１６
年
の
新
研
修
医
制
度
か

ら
大
学
医
局
が
崩
壊
。
医
師
削
減

と
合
わ
せ
て
、
人
材
派
遣
シ
ス
テ

ム
が
崩
壊
し
た
。
柏
原
病
院
も
１４

年
の
４３
人
か
ら
２０
年
に
１８
人
ま
で

医
師
が
半
減
、
医
師
個
人
の
頑
張

り
に
も
限
界
が
来
た
。

私
も
絶
望
し
、
１９
年
３
月
に
辞

意
を
表
明
し
た
。
そ
こ
で
丹
波
新

聞
の
足
立
智
和
氏
が
現
れ
、
医
療

者
と
住
民
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
埋
め
る

第
三
者
と
し
て
介
入
し
、
住
民
に

気
づ
き
を
も
た
ら
す
新
聞
報
道
と

座
談
会
を
行
っ
た
。
新
聞
で
は「
負

担
増
に
耐
え
ら
れ
な
い
」
「
お
産

休
止
の
瀬
戸
際
に
」
な
ど
と
報
道
。

１９
年
４
月
の
座
談
会
で
は
１０
人
弱

の
母
親
を
集
め
、
現
状
を
説
明
。

参
加
者
か
ら
は
、
怒
り
や
、
不
安

・
不
満
の
発
言
が
出
た
。
そ
の
中

で
、
あ
る
母
親
が
「
喘
息
発
作
の

子
ど
も
を
夜
８
時
に
夜
間
救
急

へ
。
３０
人
待
ち
で
深
夜
２
時
に
診

断
、
４
時
に
入
院
。
起
き
た
ら
置

き
手
紙
が
あ
り
、
先
生
は
普
段
通

り
に
診
療
、
寝
て
な
い
と
分
か
っ

た
」
さ
ら
に
「
小
児
科
が
な
い
と

困
る
が
、
先
生
を
見
た
ら
『
辞
め

な
い
で
』
と
は
言
え
な
い
」
と
発

言
後
、
座
談
会
の
雰
囲
気
は
一

変
。
足
立
氏
か
ら
、
当
直
明
け
３６

時
間
連
続
勤
務
、
患
者
の
無
理
解

に
よ
る
コ
ン
ビ
ニ
受
診
な
ど
医
師

の
過
酷
な
勤
務
実
態
を
話
す
と
、

参
加
者
か
ら
、
こ
れ
以
上
「
先
生

頑
張
っ
て
」
と
は
言
え
な
い
、
現

場
の
悲
鳴
を
市
民
に
伝
え
た
い
、

住
民
に
も
責
任
が
あ
る
と
い
う
声

が
上
が
っ
た
。

署
名
活
動
が
始
ま
り
、
５
万
５

０
０
０
筆
超
も
の
署
名
を
県
に
提

出
し
た
が
、
状
況
は
変
わ
ら
な

い
。
母
親
た
ち
は
「
県
立
柏
原
病

院
の
小
児
科
を
守
る
会
」
を
発
足

さ
せ
、
「
コ
ン
ビ
ニ
受
診
を
控
え

よ
う
」
「
か
か
り
つ
け
医
を
持
と

う
」
「
お
医
者
さ
ん
へ
感
謝
の
気

持
ち
を
伝
え
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ

ン
に
ス
テ
ッ
カ
ー
や
チ
ャ
ー
ト
を

作
成
、
電
話
相
談
の
ち
ら
し
の
配

布
や
メ
ル
マ
ガ
ま
で
始
め
た
。

守
る
会
は
本
物
だ
っ
た
。
丹
波

地
域
の
小
児
電
話
相
談
回
数
は
都

道
府
県
最
多
で
あ
る
大
阪
府
の
２８

・
８
件
を
上
回
る
９６
・
８
件
と
な

り
、
小
児
救
急
外
来
の
入
院
率
が

全
国
平
均
を
大
き
く
上
回
り
、
時

間
外
受
診
者
数
が
減
る
な
ど
効
果

が
出
た
。
小
児
科
医
も
最
大
７
名

に
増
え
た
（
現
在
は
４
名
）
。

守
る
会
は
全
国
各
地
で
、
お
産

は
危
険
と
い
う
前
提
な
ど
「
医
療

の
不
確
実
性
」
を
伝
え
、
住
民
と

医
療
者
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
埋
め
る
講

演
会
を
行
っ
て
い
る
。
医
療
崩
壊

へ
の
ノ
ー
ベ
ル
賞
級
の
特
効
薬
だ

と
思
う
。
運
動
は
全
国
に
波
及
し

て
い
る
。
守
る
会
は
柏
原
病
院
の

小
児
科
だ
け
で
は
な
く
、
日
本
の

医
療
を
守
ろ
う
と
し
て
い
る
。

日
常
は
矛
盾
と
対
立
に
充
ち
満

ち
て
い
る
。
紛
争
・
葛
藤
・
ケ
ン
カ
・

争
い
な
ど
を
コ
ン
フ
リ
ク
ト
と
い

い
、
２
つ
（
以
上
）
の
ゴ
ー
ル
（
目

標
）
が
両
立
・
共
存
し
な
い
状
況

で
あ
る
。
コ
ン
フ
リ
ク
ト
が
な
い

こ
と
が
理
想
に
思
え
る
が
、
実
は

こ
の
矛
盾
こ
そ
が
、
人
間
関
係
等

を
発
展
さ
せ
る
原
動
力
と
な
る
。

た
ま
た
ま
手
に
し
た
本
に
ト
ラ

ン
セ
ン
ド
法
（
超
越
法
）
と
い
う

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
方
法
が
書
い
て

あ
っ
た
。
こ
れ
は
「
第
三
者
（
仲

介
者
）
が
両
者
の
考
え
・
言
い
分

を
十
分
に
聞
き
、
対
話
に
よ
っ

て
、
二
者
の
ゴ
ー
ル
を
乗
り
越
え

た
点
に
新
た
な
解
決
地
点
（
超
越

点
）
を
見
出
そ
う
と
す
る
方
法
」

で
あ
る
。
住
民
と
医
者
の
関
係
に

当
て
は
め
る
と
、
超
越
点
の
「
地

域
医
療
を
守
ろ
う
」
と
い
う
解
決

地
点
に
至
っ
た
。
こ
れ
は
、
守
る

会
と
私
と
足
立
氏
の
こ
と
だ
と
気

付
い
た
。
守
る
会
の
手
法
が
普
遍

的
な
方
法
で
あ
っ
た
上
に
、
戦
争

を
和
解
す
る
可
能
性
の
あ
る
方
法

で
も
あ
っ
た
。
田
舎
で
し
か
で
き

な
い
方
法
で
は
な
く
、
全
国
へ
発

信
す
る
勇
気
を
も
ら
っ
た
。

日
本
人
の
心
の
崩
壊
が
危
惧
さ

れ
る
現
代
に
、
丹
波
の
「
丹
」
に

は
ま
ご
こ
ろ
の
意
味
が
あ
る
が
、

こ
の
「
波
」
を
発
信
で
き
、
ど
ん

な
に
小
さ
く
て
も
い
い
、
み
な
さ

ま
の
心
の
中
に
希
望
の
灯
が
と
も

れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

【
６
面
か
ら
続
く
】

（７） 平成２６年１１月５日 第１９２０・１号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【2014年11月号】
特集・里山を守る
巻頭言・大森　彌
・里地・里山の自然再生を目指す
　竹田純一
・都市農村交流の取組について
　志田麻由子
・命をつなぐ里山
　安田喜憲

○現地報告
　北海道黒松内町/木曽広域連合
　議会/NPO法人ちば里山センタ
　ー/里山ねっと・あやべ
◆連載◆
・時流観望 /地方自治12のポイン
　ト/短期連載・改選・初議会の準
　備

広
域
協
が
役
員
会
を
開
催

全
国
広
域
連
携
市
議
会
協
議
会

（
会
長
�
佐
藤
清
隆
・
大
崎
市
議

会
議
長
）
は
１０
月
９
日
、
大
崎
市

で
正
副
会
長
・
監
事
・
相
談
役
会

議
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
佐
藤
会
長
の
挨
拶

の
後
、
高
橋
英
文
・
大
崎
市
副
市

長
が
挨
拶
し
た
。

事
務
報
告
を
了
承
し
た
後
、
協

議
で
は
、
ま
ず
、
２５
年
度
決
算
に

つ
い
て
了
承
し
、
１０
月
３０
日
に
開

催
す
る
第
６３
回
理
事
会
、
２７
年
２

月
６
日
に
開
催
す
る
第
４６
回
総
会

に
報
告
す
る
こ
と
と
し
た
。
続
い

て
、
広
域
連
携
施
策
に
関
す
る
要

望
案
、
第
６３
回
理
事
会
の
運
営
、
今

後
の
運
営
に
つ
い
て
了
承
し
た
。

な
お
、
事
務
報
告
に
先
立
ち
、

大
塲
一
浩
・
大
崎
市
市
民
協
働
推

進
部
政
策
課
政
策
企
画
担
当
主
幹

兼
係
長
か
ら
「
大
崎
定
住
自
立
圏

共
生
ビ
ジ
ョ
ン
に
つ
い
て
」
と
題

す
る
説
明
を
聴
取
し
た
。

第第
１１００
回回
専専
門門
小小
委委
がが
開開
催催

第
３１
次
地
方
制
度
調
査
会
第
１０

回
専
門
小
委
員
会
（
委
員
長
�
長

谷
部
恭
男
・
早
稲
田
大
学
教
授
）

は
１０
月
１５
日
、
東
京
・
総
務
省
で

開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
事
務
局
か
ら
、
第

９
回
専
門
小
委
員
会
に
お
け
る
主

な
議
論
、
第
３１
次
地
方
制
度
調
査

会
の
審
議
項
目
案
に
つ
い
て
説
明

が
あ
っ
た
後
、「
審
議
項
目
案
（
人

口
減
少
社
会
関
係
）（
ガ
バ
ナ
ン

ス
関
係
）
」
に
つ
い
て
審
議
し
た
。

審
議
項
目
案
に
つ
い
て
は
お
お
む

ね
了
承
し
、
近
く
開
催
す
る
第
２

回
総
会
に
報
告
す
る
こ
と
と
し

た
。

基
地
協
が
役
員
会
を
開
催

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
板
橋
衛
・
横
須
賀
市

議
会
議
長
）
は
１０
月
２３
日
、
東
京

・
全
国
都
市
会
館
で
正
副
会
長
・

監
事
・
相
談
役
会
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
板
橋
会
長
の
挨
拶

の
後
、
事
務
報
告
に
つ
い
て
説
明

が
あ
り
、
こ
れ
を
了
承
し
た
。

協
議
で
は
、
基
地
対
策
関
係
施

策
の
充
実
強
化
に
関
す
る
要
望

案
、
平
成
２７
年
度
協
議
会
負
担
金

算
出
基
準
案
に
つ
い
て
、
原
案
の

通
り
了
承
し
、
１１
月
１７
日
に
東
京

・
ホ
テ
ル
グ
ラ
ン
ド
ア
ー
ク
半
蔵

門
で
開
催
す
る
第
８２
回
理
事
会
に

提
案
す
る
こ
と
と
し
た
。
ま
た
、

第
８２
回
理
事
会
及
び
衆
・
参
基
地

関
係
委
員
会
委
員
と
の
要
望
懇
談

会
の
運
営
、
今
後
の
運
営
に
つ
い

て
了
承
し
た
。

そ
の
他
で
は
、
質
疑
・
応
答
を

行
っ
た
。

▼
議
長

▽
岩
沼

国
井
宗
和
（
９
・
２４
）

▽
南
城

大
城

悟
（
９
・
２８
）

▽
宜
野
湾

大
城
政
利
（
９
・
２９
）

▽
川
越

新
井
喜
一
（
１０
・
１
）

▽
和
泉

辻
本
孔
久
（
１０
・
３
）

▽
箕
面

牧
野
芳
治
（
１０
・
３
）

▽
阪
南

庄
司
和
雄
（
１０
・
６
）

▽
館
林

向
井

誠
（
１０
・
８
）

▽
東
大
阪

平
田
正
造
（
１０
・
１０
）

▽
さ
い
た
ま

霜
田
紀
子
（
１０
・
１６
）

▽
美
濃
加
茂

片
桐
美
良
（
１０
・
２０
）

▽
う
る
ま

大
屋
政
善
（
１０
・
２０
）

▼
副
議
長

▽
南
城

照
喜
名
智
（
９
・
２８
）

▽
宜
野
湾

上
地
安
之
（
９
・
２９
）

▽
川
越

石
川
智
明
（
１０
・
１
）

▽
和
泉

吉
川
茂
樹
（
１０
・
３
）

▽
箕
面

川
上
加
津
子
（
１０
・
３
）

▽
阪
南

楠
部

徹
（
１０
・
６
）

▽
館
林

多
田
善
洋
（
１０
・
８
）

▽
東
大
阪

樽
本
丞
史
（
１０
・
１０
）

▽
美
濃
加
茂

高
井

厚
（
１０
・
２０
）

▽
う
る
ま

�
田
政
信
（
１０
・
２０
）

池
田
勝
一
氏
（
中
津
市
議
会
議

長
）１０

月
２１
日
逝
去
、
６４
歳
。
葬
儀

は
１０
月
２４
日
、
中
津
市
内
で
執
り

行
わ
れ
た
。
喪
主
は
妻
の
紀
子
さ

ん
。１１月５日現在の都市数

８１３団体
うち
指定都市 ２０市
中核市 ４３市
特例市 ４０市
一般市 ６８７市
特別区 ２３区

議議
会会
人人
事事

広域協会長
佐藤清隆（大崎市）

挨拶する板橋会長
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